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     講義・演習概要（シラバス） 

第１部課程第１２１期（平成 25年 10月 24日～平成 26年 3月 18日） 

課 目 名 
自治体の資金調達①  

「変革期の自治体の資金調達-市場と向き合って-」 

時 限 数 １時限 

担 当 講 師 

財団法人地域総合整備財団専務理事 木村 功 

＜プロフィール＞ 

東大法卒、自治省（現総務省）へ。自治体で財政課長、総務部長、副知事等、

総務省で官房審議官（財政制度、公営企業・財務担当）等を歴任。主に地方財

政分野の政策立案や運用に参画。その後、公営企業金融公庫（現地方金融機構）

において全国の自治体のための市場からの資金調達に携わった後、市町村アカ

デミー副学長等を経て現職。 

ね ら い 

地方債の自由化と市場化の進展によって自治体の資金調達のあり方は大きく

変容した。 
分権改革の一環として進められた地方債の分権化（自由化）により、資金調

達の分野においても自治体の自律と自己責任が求められている。また、財投改

革を契機として急速に進展した地方債の市場化のなかで、自治体は一歩一歩市

場と対話を重ね、円滑な資金調達のために努力を重ねてきた。 
そうした中で、依然として巨額の借入金なくして財政運営ができない国や自

治体の財政規律のあり方に対する市場の視線は厳しさを増している。急激な金

利変動など金融市場の動向は、我が国の国家財政や地方財政にとって大きなリ

スク要因となりつつある。 
本講義では、地方債をめぐる最近の動向や当面する課題を鳥瞰し、自治体の

とるべき方策と今後の方向性について考察し、自治体と市場との関わりについ

て大局的な理解を深めることをねらいとする。 

講 義 概 要 

近年における自治体の資金調達の変容、債券市場と地方債の基礎知識、市場

化・自由化の進展と自治体の対応、巨額の借入金に依存する財政の現状などに

ついて、時間の制約もあることから可能な限り金融の専門的用語等を避けて、

自治体職員の目線に立って大づかみに俯瞰する。 

受講上の注意  

使 用 教 材 

講義レジメ、参考資料などを配布予定。 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

地方財政制度、地方債制度の基礎を習得していることを前提とする。 

 


